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が見受けられる［Asutay 2007: 16; Nagaoka 

2014: 16-17］．休閑地の活用という，従来型

金融が対処しかねている問題の解決策とし

て，aPLS モデルが提示されていることから，

本書の問題関心もかかる研究潮流の文脈にお

いて位置づけられよう．つまり本書は，この

ような主張に対して，農業分野における経済

問題への解決策を提起しているのである．

第三に，東南アジアの経済発展との関係に

ついて aPLS の意義を考える．東南アジアの

農業分野は，農村開発を通じて雇用を創出す

るなど，地域の経済発展にとって重要な役割

を担っている．よって，このような産業の振

興を，資金調達の面で支える金融商品の充実

が必要となる．その中で，農村部のムスリム

に向けたイスラーム金融商品の開発は重要な

課題のひとつといえる．その点で，本書の

aPLS モデルは，マレーシアのみでなく，マ

レー・イスラーム世界の農村部の発展に広く

寄与しうる潜在性を秘めた金融商品のモデル

であるといえよう．

以上の意義から本書の試みは高く評価さ

れるが，今後，aPLS モデルを農業の現場に

適用する上では，検討すべき点が見受けら

れる．たとえば，aPLS の経済合理性におけ

る分析である．本書では，シャリーア適格，

および分益小作の効率性という観点から，

aPLS が休閑地の耕作に適していると主張さ

れた．しかし，分益小作制に類する aPLS 自

体の経済合理性については分析が十分になさ

れていないため，従来型の分益小作に関する

先行研究との比較を行ないながら，今後の更

なる検討が求められよう．

しかしながら，本書における分析方法や問

題関心は，今後のイスラーム金融研究におい

て，有益な点を含んでいることに変わりはな

い．本書で展開された aPLS モデルは，近代

イスラーム経済学においてイスラーム型農業

金融という新領域を開拓するとともに，マ

レー・イスラーム世界における農村部の発展

に対する実効性をもつ政策的理論を提示して

いる．
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が生じている．しかしこれに対応してアフリ

カの内部から新たな動きが生じており，「今

日のアフリカの変化を理解するにはこの内発

的な動きのダイナミズムを分析しなくてはな

らない」（p. 2）というのが本書の問題提起

である．アフリカでのフィールドワークに長

年従事してきた研究者や開発実務の経験者ら

13 名による豊富な事例研究が収められてい

る．

本書において内発的発展とは，分析の枠組

み（アフリカ内部からの動きへの着目）であ

り，方法論（社会動態に関する文化的なアプ

ローチ）であるとされていて，このことはす

べての章に貫かれている．アフリカ内部か

らの動きはこれまでに① 1950～60 年代の政

治的独立期，② 1970～80 年代の政治的混迷

期（経済自由化期），③ 1990～2000 年代の

グローバル化期の 3 度あると捉えたうえで，

本書はこの③の時期に焦点を当てている．タ

イトルの「新生アフリカ」という言葉には，

②の悪しき時代を乗り越えるという意味が込

められているのである（p. 11）．以下に本書

の構成を示しておく．

序説　新生アフリカにおける内発的発展の動

態と展望（西川潤・阪本公美子）

第Ⅰ部　各国・地域に見る内発的発展―住民

自立による自前の民主主義

第 1 章　内発的発展の国際政治経済学（勝

俣誠）

第 2 章　エチオピアの開発と内発的な民

主主義の可能性（西真如）

第 3 章　内発的農村開発を支えるコミュ

ニティ種子システム（西川芳昭）

第 4 章　ニジェール農民の生計戦略（関

谷雄一）

第 5 章　アンゴラ移住民のマーケット活

動（村尾るみこ）

第 6 章　自然保護への抵抗としての内発

性（岩井雪乃）

第 7 章　「周辺」から再考する内発的発展

（阪本公美子）

第Ⅱ部　内発的発展と外部支援―相克と協働

第 8 章　モザンビーク・プロサバンナ事

業の批判的検討（舩田クラーセン

さやか）

第 9 章　アフリカでの MDGs および EFA

支援の功罪（石田洋子）

第 10 章　開発援助政策の変遷と限界（尾

和潤美）

第 11 章　内発的なガバナンス政策（笹岡

雄一）

第 12 章　可能環境（Enabling Environment）

アプローチ（大林稔）

あとがき

本書は大きくⅠ部とⅡ部に分けられてい

る．Ⅰ部ではマクロレベルで展開される開発

政策や援助戦略の変化がどのようにミクロレ

ベルの地域社会の生活に影響を与えている

か，またそのなかで人々がどのように対応し

ているかが先の内発的発展の視点から描かれ

ている．各章の対象地の分布をみれば，アル

ジェリア，エチオピア，ニジェール，ザンビ

ア（アンゴラ），タンザニアとアフリカ大陸

を広くカバーしている．Ⅱ部では，開発政策
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や援助を立案・実施する側の視点に立ち入り

ながら，内発的発展を支援することの難しさ

と可能性が，主に実際の取り組みの事例を基

に述べられている．

第Ⅰ部には，「住民自立による自前の民主

主義」という副題がつけられており，ほとん

どの論考が，厳しい政治状況や急速な市場経

済化の下で生じている住民主体の動向に焦点

を当てている．1 章では，独立後のアルジェ

リアで推進された権威主義的な資源ナショナ

リズム政策の帰結を追っている．それが長年

にわたって人々の生活の向上に結び付かな

かったために，結果として急進的なイスラム

主義運動を引き起こし，独立後に描いた自立

的な経済発展という青写真が瓦解していく様

子が示されている．マクロレベルの政策の

内容と草の根の人々のニーズのこうした乖

離は，3 章のエチオピア，4 章のニジェール，

5 章のザンビア，そして 7 章のタンザニアの

事例でも共通している．3 章では，地域住民

にとって食料生産の前提となる種子の確保が

多国籍のアグリビジネスや政府のフォーマル

な種子流通システムによって掌握されている

状況を批判し，種子の確保が住民にとって有

益な形となるように住民と NGO の協力の下

で進められているシードバンク（種子銀行）

の取り組みを具体的に紹介している．4 章で

は，不安定な政情・砂漠化の進行・人口増加

という状況下にある農牧民の動向に焦点が当

てられ，彼らが非農業経済活動のウェイトを

高め，試行錯誤を重ねつつ生計戦略を編み出

していく様子が先行研究を基に詳しく紹介さ

れている．5 章の事例では，アンゴラの戦火

を逃れてザンビアに移住した人々（自主的定

着難民）に着目する．これらの人々が政府や

援助ドナーの支援対象とならないままの状況

に置かれつつも，移住先での自然環境を利用

して収入源となる商品を創出し，それをミク

ロな社会関係の構築をとおして販売すること

で生計を維持している様子が明らかにされて

いる．7 章では，独立後の集村化政策で不利

益を被った母系社会の女性たちが経済自由化

でますます周縁化されていくなかでも，儀礼

や祭りなどのイベントをとおして積極的に

ネットワークを再編して対応している様子が

詳しく描かれている．

アフリカの多くの政府はその機能の不完全

さが強調されがちであるが，一定度の評価を

寄せているのが 2 章である．独立後のエチ

オピア政府に独裁的手法があったことを指摘

しつつも，それが社会経済的に疎外されてき

た人々に政治的権利を与え，政治的な安定を

維持した点を評価する．もっとも，それは

人々の歴史と生活に根ざした実践との結びつ

きを欠いていたとも指摘し，内発的な民主主

義とは何かを問いつつ，それを示唆する事例

を紹介している．トップダウン的な政策や援

助がある面においては地域住民をエンパワー

したという点は，6 章のタンザニアの事例に

も共通する．6 章では，動物保護政策の歴史

的変遷とそれへ住民が抵抗する仕方の変容が

取り上げられている．当初は地域の実情を顧

みない動物保護政策に対して地域住民は非合

法の手段で抵抗していたが，次第に彼らがそ

の経験を活かしつつ，また国際的な援助戦略

の変化を追い風にしながら，抵抗の手段を合
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法的かつ国際的連帯を呼びかける社会運動へ

と発展させていったプロセスが興味深く描か

れている．

第Ⅱ部では，第Ⅰ部と同様，内発的発展の

視点を軸にこれまで／これからの外部支援

のあり方に焦点が当てられている．8 章では

JICA（国際協力機構）がモザンビークにお

いて進めている大規模農業開発プロジェクト

を取り上げ，JICA の用いる言説が変化する

プロセスを詳細に分析して，地域の実情とは

かけ離れた，援助する側の論理が優先されて

いく様子を示している．援助者／被援助者に

みられるこうした権力の非対称性は，10 章

の開発援助政策の策定プロセスを扱った論考

と 11 章のガバナンスを扱った論考にも共通

している．10 章の論考は，現在の開発援助

政策がオーナーシップとパートナーシップを

謳ってはいるものの，そこには援助される側

が援助する側に対して申し立てをできない構

造的な限界があることを示している．11 章

では外部依存型のアフリカのガバナンスと

いうことに着目し，それが形成された歴史

的経緯を詳しく紹介している．そのうえで，

各国のガバナンスの改善に向けて市民社会

（CBO，CSO 等）が果たし得る役割について

論じている．一方，草の根レベルの現場での

取り組みに焦点を当てたのが 9 章の教育支

援を扱った論考である．内発的発展の重要な

基礎となる教育への支援は，地域住民が主体

になりつつ多様なアクターとともに中長期的

な地道な努力が必要であることを述べている

が，これは教育に限らず，すべての事例に共

通する重要な指摘であろう．最後の 12 章で

は，現在まで主流の参加型開発の手法の問題

点を指摘し，そのうえで世界銀行／国際金融

公社が提唱する「可能環境アプローチ」が内

発的発展を支援するために有効な手法である

として紹介している．同アプローチは対象と

なる人々に直接的に働きかけず，彼らが本来

の力を発揮できるよう，彼らを取り巻く環境

の改善に専念することに特徴がある．

日本では，宮本憲一氏らの研究グループが

いち早く内発的発展というテーマを日本国内

の具体的事例をもとに深めてきた［たとえば

保母 1996; 宮本・遠藤 1998］．本書でも参

照されているこれらの研究では，内発的発展

が実現するための詳しい条件を示しており，

その点においてアフリカの内発的発展の研究

を何歩先も行っている印象を受ける．ただ

し，（対象としている地理的範囲の規模が違

うことを承知のうえでいえば）その分析視角

は地域経営／農村経営の成否に偏っている感

があり，事例と分析視角の多様さという点で

みると本書の独自性やアフリカ社会の多様性

が浮かび上がる．それだけに，本書でこうし

た多様な事例のまとめのための章が設けられ

ていない点を残念に感じた．本書において内

発的発展が分析の枠組みと方法論という位置

づけであるとはいえ，それが本来多様な事例

のなかからモデルの構築を目指すもの［鶴見 

1989］という考えに沿えば，本書が何らか

の形でそうした作業へと進んでほしかったと

考える．たとえば，第Ⅰ部に多く共通してい

るのは地域社会における社会ネットワークの

形成という点であるが，人々が伝統的な要素

に立脚しつつ社会ネットワークを再編しなが
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ら新たな状況に対応しているのは，日本とは

異なり十分な行政サービスや社会保障が得ら

れないアフリカの地域社会であるからこそ際

立つ主体的対応として特徴づけられるように

思える．

なお，第Ⅱ部については，実務経験者なら

ではの視点が生かされていると感じられる

が，トピックがガバナンスや政策レベルの分

析に偏重している印象を受ける．あとがきに

もあるように，「普通の人々」が内発的発展

の主要な担い手であるならば，第Ⅰ部の分析

にあるような草の根レベルとナショナル／グ

ローバルレベルの動向を往還するような事例

をもっと示して欲しいと感じた．その内容

が，今後内発的発展を支援することを目指す

人々に対して具体的なアイデアを示すと考え

るからである．そのようななかでも，8 章の

まとめには重要な示唆がある．すなわち，地

域の事情を顧みないという過ちを繰り返す援

助が実は私たちの社会のあり方を反映してお

り，私たちはそこから自分の社会についても

理解を深めることができる，という指摘だ

が，それは異文化のぶつかり合いのなかから

創造性が育まれ，そこから相互に手本交換を

目指すという内発的発展論の重要なポイント

とつながっている．

本書には多くの重要な示唆がちりばめられ

ている．今後，このテーマを深めようとする

研究者・実践者にとって本書の事例群が重要

な参照例となることは間違いないであろう．
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本書は，これまで史料的限界から実証的研

究が十分に行なわれてこなかった，東南アジ

ア大陸部における山地民の歴史的役割に光を

当てるという意欲的かつ野心的な書である．

国民国家単位で記述されてきた東南アジアの

歴史に対する批判的意識のもと，従来対立関

係で描かれがちであった山地民と盆地のタ

イ系民族との歴史的関係性を検証するべく，

2006 年度から 2013 年度まで行なわれた共

同研究の研究成果である．

また，本書の議論を深化させるための論敵

と位置づけられているのが，共同研究の進行

中に出版されたジェームズ・スコットの The 

Art of Not Being Governed: An Anarchist 

History of Upland Southeast Asia（邦訳『ゾ

ミア―脱国家の世界史』．以下『ゾミア』と

略す）である．山地の社会と文化，生業さえ

もが，国家による支配を回避する目的で編み

出されたとするスコットの主張に対して，各

論者がさまざまな角度から山地と盆地の多様

な関係を論じている．東南アジア大陸部山地

のほぼ全域を一挙に論じたスコットの大著の
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